NPO法人に対する市民税の課税免除について

　山形市では、「山形市特定非営利活動法人に対する市税の課税免除条例」及び「同施行規則」を制定し、平成１９年３月１６日から施行しております。

　下記の条件を満たす場合は、課税免除申請を行うことにより、市民税の均等割が免除されます。
　申請審査の後、課税免除決定された場合は、納付した法人市民税（均等割）は還付（納付された税額をお返しする）されることとなります。

　期限内に申請がないものは課税免除を受けることができませんのでご注意ください。

	適用条件
	手続きに必要なもの
	申請期限

	収益事業を行っていない場合
	提出書類：「課税免除申請書」

添付書類：①登記簿謄本の写し
　　　　　②定款の写し
　　　　　③直前の事業報告書
　　　　　④収支計算書（決算書）

所轄の税務署に対して法人税法基本通達１５－１－２８（実費弁償による事務処理の受託等）に規定する確認申請をし、その確認を受けた場合は、税務署から通知を受けた「実費弁償による事務処理の受託等の確認書」の写しが必要です。
設立年度において、３月３１日までの間に収益事業を開始していないことにより課税免除の決定を受けた法人については、翌事業年度以降、収益事業の有無について確認させていただく場合があります。
	申請期限：４月３０日（同日が土・日・休日の場合は翌平日が期限となります。）
前年４月１日から３月３１日までの期間中の法人市町村民税均等割申告書（第２２号の３様式）を提出し、併せてその税額を納付するとともに、左記申請書等により申請してください。

※決算が申請期限までに確定しないときは、「事業報告書」と「収支決算書」に代え、「事業計画書」と「収支予算書」を提出してください。
決算が確定しましたら、「事業報告書」と「収支決算書」を提出してください。

	収益事業を行っている法人で、設立の日以後３年以内で収益が黒字でない場合
	提出書類：「課税免除申請書」
添付書類：①登記簿謄本の写し
　　　　　②定款の写し
　　　　　③事業報告書

　　　　　④活動計算書
　　　　　⑤その他
（法人県民税の確定申告書の写し等、
法人税の所得金額が分かるもの）
　　　　　⑥還付先口座連絡票
　添付書類はすべて必要です。
	申請期限：事業年度終了後２か月以内

　　　　　（確定申告期限）

法人市民税の確定申告書（第２０号様式）を提出し、併せてその税額を納付するとともに、左記申請書等により事業年度終了後２か月以内に申請してください。

設立の日以後３年以内に終了する各事業年度において、適用条件を満たす場合、その年度毎に課税免除申請手続きが必要になります。


